
議案第２１号 

 

 

 

水 道 事 業 会 計 予 算 

 

 

 

 

 



 

  



令 和 ７ 年 度 八 千 代 町 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

（総 則） 

第１条 令和７年度八千代町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(１) 給水戸数                          ６，４４５戸 

(２) 年間総給水量                    １，８５０，０００㎥ 

(３) 一日平均給水量                       ５，０６８㎥ 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

第 1款  水道事業収益                   ５２４，５４５千円 

 第１項  営業収益                    ５０６，４０２千円 

 第２項  営業外収益                    １８，１４１千円 

 第３項  特別利益                          ２千円 

支     出 

第１款  水道事業費用                   ４４９，４４２千円 

 第１項  営業費用                    ４２９，９７０千円 

 第２項  営業外費用                     ９，４７１千円 

 第３項  特別損失                          １千円 

 第４項  予備費                      １０，０００千円 

 

 



（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２３６，１１８千円 

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１３，４０１千円、減債積立金１１，３６６千円、利益積立金２００，００ 

０千円、建設改良積立金１１，３５１千円で補てんするものとする。） 

 

収     入 

第１款  資本的収入                    ２２７，６１０千円 

第１項  建設改良収入                  ２２７，６１０千円 

 

                支     出 

第１款  資本的支出                    ４６３，７２８千円 

 第１項  建設改良費                   １４７，３６２千円 

 第２項  企業債償還金                   １１，３６６千円 

 第３項  投資有価証券                  ３００，０００千円 

第４項  予備費                       ５，０００千円 

 

（積立金の目的外使用） 

第５条 利益積立金のうち２００，０００千円を建設改良積立金に目的外使用する。 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(１)  収益的支出における各項間の流用 

(２)  資本的支出における各項間の流用 

 

 

 



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流 

用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

(１) 職員給与費                        ３７，２５４千円 

(２) 交際費                              ３０千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条 営業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額はなし。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、５，７２８千円と定める。 

 

 

    令和７年 ３月 ５日 提 出 

 

八千代町長  野 村  勇
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2.その他特別利益

1.他会計補助金
2.受取利息及び配当金

3.配水費

23,537

1.過年度損益修正益

予 定 額
（単位：千円）

4,100
1

259

6.減価償却費

4.受託給水工事費

1.原水費
429,970

備 考

1

支 出
款 項 目

2.浄水費

1.営業費用

5.総係費

7.資産減耗費

1

1.水道事業費用

130

1.予備費

449,442

121,261

3.消費税及び地方消費税
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1.過年度損益修正損

72,303

9,471
1.支払い利息及び企業債取扱諸費

6,938

2.雑支出

79,529
76,580

482,864

10,000

18,141

2

7,733
3.特別損失

1

10,000

（単位：千円）

524,545
506,402

備 考予 定 額目
1.水道事業収益

款

3.その他の営業収益

3.長期前受金戻入 13,781

4.予備費

2.営業外費用

1.給水収益
2.受託給水工事収益 1

4.雑収益

収益的収入及び支出

収 入
項

1.営業収益

2.営業外収益

1

1,608

73,358

令和７年度八千代町水道事業会計予算実施計画

1

3.特別利益



資本的収入及び支出

27,610
2.固定資産売却代金 200,000

1.資本的収入 227,610
1.建設改良収入 227,610

1.他会計負担金

収 入 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

3.投資有価証券 300,000
1.投資有価証券 300,000

2.企業債償還金
3.事務費

1.資本的支出

4.予備費

項
支 出

款
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1,367

1.企業債償還金

147,362

予 定 額 備 考

1.建設改良費

2.資産購入費
145,993

463,728

（単位：千円）

2

5,000
1.予備費 5,000

11,366

目

1.施設費

11,366



１．総　　括

0

540

281

0

0

0

1,372

0

0

16,096

0

2,029

281

0

給　　料

0

16,096

14,724

0

0

0

0

0

0

1,748

4
(1)

4
(1)
4

(1)

0 0

(1)
10,203

26,675

0

0

28,37310,248

10,203

0

26,6751,748

0

0

14,7240

45

職 員 数 （ 人 ）

0 0

報　　酬

2,029

0

手　　当特 別 職

0

計

28,373

(0)
1,698

給 与 費

1,372

0

2,173

　

185

児 童 手 当

359330

△ 88

120

職 員 退 職
手 当 組 合
負 担 金

10,248

賃　　金

110

勤勉手当

0

0

0

住居手当期末手当

540

0

378

地域手当
時 間 外
勤務手当

2,631

74

184

0

3,230

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

0

管 理 職
手 当

0

330 0

00

0

2,712

比 較

3,318前 年 度

0

（単位：千円）

303

8,881

0

8,881

3,013

120

法定福利費

（単位：千円）

合 計

34,2417,566

1,315

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員
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0

一 般 職

資 本 勘 定 支 弁 職 員

区 分

本

年

度

区 分

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

合 計

比

較

扶養 手当 通勤手当

359378

(0)
合 計

△ 81

手 当 の 内 訳
本 年 度

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

4

37,254

0

37,254

34,241

0

7,566

0

3,0131,3151,698

1,988

0

0

0

0

45

0

0

給与費明細書



　 　 　
ア.会計年度任用職員以外の職員

　 　 　

職 員 数 （ 人 ）

14,724

1,372

給 与 費
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時 間 外
勤務手当

期末手当 住居手当

34,121

0 0 0

0

0

前 年 度

4

0 0 0

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0

特 別 職

資 本 勘 定 支 弁 職 員

区 分

0

16,096

児 童 手 当
管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

職 員 退 職
手 当 組 合
負 担 金

合 計

0

185

9,466 25,562 8,559

勤勉手当

（単位：千円）

法定福利費

0

手　　当 計
　

0

一 般 職 報　　酬 給　　料 賃　　金

0

合 計 0 4 0 16,096 0 9,466 25,562 8,559 34,121

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 4 0 0 9,525 24,249 7,283 31,532

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 4 0 14,724 0 9,525 24,249 7,283 31,532

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 △ 59 1,313 1,276 2,589

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 1,372 0 △ 59 1,313 1,276 2,589

（単位：千円）

手 当 の 内 訳

区 分
管 理 職
手 当

扶養 手当 通勤手当 地域手当

本 年 度 540 378 184 330 359 2,805 2,274 303 120 2,173

0 1,988540 378 110 0 359 3,318 2,712 0 120

0△ 513 △ 438 0比 較 0 0 74 330 0



イ.会計年度任用職員

(0)

0
(1)
0

(0)

0

678 2,426

（単位：千円）

区 分
職 員 数 （ 人 ） 　 給 与 費

法定福利費 合 計
特 別 職 一 般 職 報　　酬 給　　料 賃　　金 手　　当 計

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 2,029 0
0

(1)

0
(1)

0 782 2,811 322 3,133

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0

合 計 0 2,029 0

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 1,748

0 0 0

0
(1)

678 2,426 283 2,709

0 782 2,811 322 3,133

0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

合 計 0 1,748 0 0

資 本 勘 定 支 弁 職 員

283 2,709

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 281 0

前

年

度

0 104 385 39 424

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 281 0 0 104 385 39 424

（単位：千円）

手 当 の 内 訳

区 分
管 理 職
手 当

扶養 手当 通勤手当
特殊勤務
手 当

時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当 住居手当 児 童 手 当
管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

職 員 退 職
手 当 組 合
負 担 金

本 年 度 0 0 0 0 0 425 357 0 0 0 0

0 0 0 0前 年 度 0 0 0 0 0

0 0 0 0

369 309

056 48 0 0 0比 較 0
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２．給料及び手当の増減額の明細

３．給料及び手当の状況
（１）職員１人当たり給与

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 45
手　　　　　　　　当  45

期末・勤勉手当率の引き上げ等
地域手当の支給

増 減 額

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

413

平 均 年 齢

573

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

（ 歳 ）

備　　　　　考増 減 事 由 別 内 訳

平均改定率2.62%

企 業 職 （ 一 ） （ 行 一 職 ）

説　　　　　　　　　　　　　　　明

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 給 料 月 額

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

区 分

給 料

令 和 ７ 年 1 月 １ 日 現 在

1,372

そ の 他 の 増 減 分

（単位：千円）

人事異動

317,975

350,975

41.00

386

（ 円 ）

38.25

324,100令 和 ６ 年 1 月 １ 日 現 在

（ 円 ）

（ 歳 ）

302,700平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢

区 分

企 業 職 （ 二 ） （ 行 二 職 ）

- 6 -



（２）初任給

（３）級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

主　事　補
技　師　補
主　　 　事
技　　 　師

困難な職務を
分掌する課長

企 業 職 （ 一 ） （ 行 一 職 ）

区 分

２ 級

令 和 7 年 1 月 １ 日 現 在

大 学 卒 220,000

級

188,000

計

７ 級
1

100.0

４ 級

困難な職務を分
掌する課長補佐

課長

６ 級

4

３　　　級 ４　　　級

１ 級

1４ 級
３ 級

（人） 構 成 比

50.0

4

職 員 数

0

25.0

25.0

1

185,700

一 般 会 計 の 制 度

行　　一　　職 行　　二　　職

188,000高 校 卒

企業職（二）　　（行二職）

（ 単 位 ： 円 ）

企業職（一）　　(行一職）

185,700

25.0

100.0

　

（％）

25.0

２ 級25.0

計
１ 級

２ 級

（％）構 成 比（人）職 員 数級

１ 級

３ 級

25.0

７ 級

1

５ 級
６ 級

区 分

　 220,000

1

1

2

３ 級

　

企 業 職 （ 二 ） （ 行 二 職 ）

１ 級

令 和 6 年 1 月 １ 日 現 在

２ 級

５ 級

３ 級

0

２　　　級

計計

区　　　分 １　　　級

部　　　長

５　　　級 ６　　　級 ７　　級

企業職 主　　任
主　　　幹

係　　　長

主　　　査

課長補佐
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（４）昇給

職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ）人
昇給に係る職員数　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ）人

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ）人
昇給に係る職員数　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ）人

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

（５）特殊勤務手当

合　　　　　　　　　　　　　　計

４号給　　（人）

４号給　　（人）

100.0

0
0

4

100.0

4

企業職（二）　（行二職）

1

100.0

1

4

企業職（二）　（行二職）

4

1

4

3

0
4

企業職（一）　（行一職）

0

５号給　　（人）
６号給　　（人）

２号給　　（人）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

本年度

１号給　　（人）

２号給　　（人）

4

前年度
3 3
0

６号給　　（人）

0

100.0

3

伝染病防疫作業　・　精神障害者の収容作業

３号給　　（人）

号給数別内訳

１号給　　（人）

号給数別内訳

　　 　代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

0.00

4

0
３号給　　（人） 1

0.00

　　　 支　給　対　象　職　員　の　比　較　（％）
　　　　 （令和7年1月1日　現　在）

全　　　　職　　　　種 企業職（一）　（行一職）

0

0.000.00

５号給　　（人）

区　　　　　　　　　　　　　　　分

　　　 給  料  総  額  に  対  す  る  比  率  （％）
　　　　　(令和７年1月1日　現　在)
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（６）期末・勤勉手当

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）その他の手当

前　  　年　  　度

本　  　年　  　度

支　　給　　率　　等

2.300

同 じ

同 じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

2.300

扶 養 手 当

通 勤 手 当

住 居 手 当

区 分

4.500

4.600

区　　　　　　　　　分
６月（月分）

一般会計の制度

2.300

2.250 2.250

35年勤続の者（月分）

24.586875

区　　　　　　　　　分

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075

20年勤続の者（月分）

47.709

最高限度（月分）25年勤続の者（月分）

47.709

その他の加算措置等

4.600

支　給　期　別　支　給　率

有

47.709
定年前早期退職
特　例　措　置
（3%～45%加算）

備　　　　　　　　　　　　　　考
１２月（月分）

備　　　　　　考

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支給率計
（月分）

有

有

- 9 -

定年前早期退職
特　例　措　置
（2%～20%加算）

同 じ

33.27075 47.709

2.300



51,480

20,899電算業務委託 26,870
令和6年4月から
令和7年3月まで

5,971
令和7年4月から
令和10年9月まで

20,899

金　　　　額

債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

左の財源内訳

51,480検針等業務委託 68,640

限　度　額

期　　　　間

前年度末までの支払義務発生(見込)額

事　　　　項

期　　　　間 金　　　　額

令和6年4月から
令和7年3月まで

17,160
令和7年4月から
令和11年3月まで

営業収益

当該年度以降の支払義務発生予定額

- 10 -
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その他の未処分利益剰余金変動額

 

令和6年度八千代町水道事業予定損益計算書
　　　　　　　　　　　　　（令和6年　４月　１日から令和7年　３月３１日まで） （単位：円）

営 業 収 益
給 水 収 益 435,705,000
受 託 給 水 工 事 収 益 1,000
そ の 他 の 営 業 収 益 26,039,000 461,745,000

営 業 費 用
原 水 及 び 浄 水 費 172,001,000
配 水 費 36,951,000
受 託 給 水 工 事 費 0
総 係 費 73,008,000
減 価 償 却 費 78,516,000
資 産 減 耗 費 4,087,000
そ の 他 営 業 費 用 0 364,563,000

営 業 収 益 97,182,000

営 業 外 収 益
受取利息及び配 当金 4,100,000
他 会 計 補 助 金 1,000
長 期 前 受 金 戻 入 13,264,000
雑 収 益 1,293,000 18,658,000

営 業 外 費 用
支払利息及び企業債取扱 1,850,000
雑 支 出 1,030,000 2,880,000 15,778,000

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

経 常 利 益 112,960,000

281,812,946
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0

当 年 度 純 利 益 112,960,000

168,852,946

当年度未処分利益剰余金
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2,159,429,651

500,001,000

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 500,001,000

固 定 資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産 1,273,670

貸 倒 引 当 金 △ 1,954,627 7,083,902
貯 蔵 品 0

現 金 預 金 1,824,905,561
未 収 金 9,038,529

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計 470,994

借 地 権 309,394
電 話 加 入 権 161,600

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計 1,658,957,657

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,554,448 384,148
建 設 仮 勘 定 0

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,010,100 47,900
車 輌 運 搬 具 5,938,596

減 価 償 却 累 計 額 △ 666,113,486 210,705,221
工 具 器 具 及 び 備 品 2,058,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,972,186,738 1,179,865,983
機 械 及 び 装 置 876,818,707

減 価 償 却 累 計 額 △ 117,082,774 60,172,826
構 築 物 5,152,052,721

建 物 177,255,600

（単位：円）
【 資産の部 】

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
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土 地 207,781,579

令和6年度八千代町水道事業予定貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和7年3月31日）
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負 債 合 計 458,514,739

長期前受金収益化累計額 △ 1,402,262,868
繰 延 収 益 合 計 158,599,115

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 1,560,861,983

そ の 他 流 動 負 債 1,248,267

流 動 負 債 合 計 209,709,205

引 当 金 合 計 3,047,682
前 受 金 0

法 定 福 利 費 引 当 金 532,171
修 繕 引 当 金 0

引 当 金
賞 与 引 当 金 2,515,511

企 業 債 合 計 11,126,736
未 払 金 194,286,520

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 11,126,736
に 充 て る た め の 企 業 債

90,206,419

流 動 負 債

引 当 金 合 計 21,344,127

固 定 負 債 合 計

引 当 金
修 繕 引 当 金 21,344,127

建 設 改 良 費 等 の 財 源 68,862,292
に 充 て る た め の 企 業 債
企 業 債 合 計 68,862,292

固 定 負 債
企 業 債

資 産 合 計 3,992,692,784

【 負債の部 】

流 動 資 産 合 計 1,833,263,133
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資 本 合 計 3,534,178,045

負 債 ・ 資 本 の 部 3,992,692,784

剰 余 金 合 計 1,702,274,450

当年度未処分利益剰余金 281,812,946
利 益 剰 余 金 合 計 1,544,834,003

利 益 積 立 金 552,262,020
建 設 改 良 積 立 金 538,594,471

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 172,164,566

そ の 他 資 本 剰 余 金 130,127,447
資 本 剰 余 金 合 計 157,440,447

県 補 助 金 4,166,000
工 事 負 担 金 0

資 本 剰 余 金
国 庫 補 助 金 23,147,000

資 本 金 合 計 1,831,903,595

剰 余 金

出 資 金 1,099,613,560
組 入 資 本 金 732,290,035
自 己 資 本 金 合 計 1,831,903,595

資 本 金
自 己 資 本 金

【 資本の部 】

- 14 -



1 業務活動によるキャッシュ・フロー 2 投資活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 有形固定資産の取得による支出

減価償却費 国庫補助金等による収入

固定資産除却費 有価証券の取得による支出

引当金の増減額（△は減少） 一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

有価証券売却による収入

賞与引当金 投資活動によるキャッシュ・フロー

法定福利費引当金

修繕引当金 3 財務活動によるキャッシュ・フロー

貸倒引当金 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

長期前受金戻入額 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

支払利息及び企業債取扱諸費 財務活動によるキャッシュ・フロー

受取利息及び受取配当金

未収金の増減額 (△は増加）

たな卸資産の増減額 (△は増加） 資金増加額（又は減少額）

未払金の増減額 (△は減少） 資金期首残高

その他流動負債の増減額（△は減少） 資金期末残高

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

令和7年度八千代町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
　（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

（単位：千円）

75,789 △ 133,960

79,529 0

6,937 △ 300,000

27,610

△ 4,100

5,512

0 △ 206,350

0

0

0 0
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0 △ 72,750

△ 9,020 1,824,905

0 1,752,155

200,000

142,474

4,100

△ 1,608

144,966

△ 13,781 △ 11,366

1,608 △ 11,366
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⑶
⑷ そ の 他 流 動 資 産 1,273,670

貸 倒 引 当 金 △ 1,954,627 1,571,542
貯 蔵 品 0

現 金 預 金 1,752,155,921
未 収 金 3,526,169

2,306,923,651

流 動 資 産

投 資 有 価 証 券 600,001,000

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 600,001,000

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計 470,994

投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権 161,600

無 形 固 定 資 産
借 地 権 309,394

有 形 固 定 資 産 合 計 1,706,451,657

建 設 仮 勘 定 0

車 輌 運 搬 具 5,938,596
減 価 償 却 累 計 額 △ 5,643,448 295,148

工 具 器 具 及 び 備 品 2,058,000
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,017,100 40,900

機 械 及 び 装 置 903,841,707
減 価 償 却 累 計 額 △ 684,752,486 219,089,221

構 築 物 5,252,052,721
減 価 償 却 累 計 額 △ 4,029,638,738 1,222,413,983

建 物 177,255,600
減 価 償 却 累 計 額 △ 120,424,774 56,830,826

有 形 固 定 資 産
土 地 207,781,579
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令和7年度八千代町水道事業予定貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和8年3月31日） （単位：円）

【 資産の部 】
固 定 資 産
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負 債 合 計 451,957,739
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長期前受金収益化累計額 △ 1,416,043,868
繰 延 収 益 合 計 172,428,115

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 1,588,471,983

そ の 他 流 動 負 債 1,248,267

流 動 負 債 合 計 200,935,205

引 当 金 合 計 3,047,682
前 受 金 0

法 定 福 利 費 引 当 金 532,171
修 繕 引 当 金 0

引 当 金
賞 与 引 当 金 2,515,511

企 業 債 合 計 11,372,736
未 払 金 185,266,520

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 11,372,736
に 充 て る た め の 企 業 債

78,594,419

流 動 負 債

引 当 金 合 計 21,344,127

固 定 負 債 合 計

引 当 金
修 繕 引 当 金 21,344,127

建 設 改 良 費 等 の 財 源 57,250,292
に 充 て る た め の 企 業 債
企 業 債 合 計 57,250,292

固 定 負 債
企 業 債

資 産 合 計 4,061,924,784

【 負債の部 】

流 動 資 産 合 計 1,755,001,133
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資 本 合 計 3,609,967,045

負 債 ・ 資 本 の 部 4,061,924,784

剰 余 金 合 計 1,778,063,450

当年度未処分利益剰余金 495,318,946
利 益 剰 余 金 合 計 1,620,623,003

利 益 積 立 金 352,262,020
建 設 改 良 積 立 金 612,243,471

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 160,798,566

そ の 他 資 本 剰 余 金 130,127,447
資 本 剰 余 金 合 計 157,440,447

県 補 助 金 4,166,000
工 事 負 担 金 0

資 本 剰 余 金
国 庫 補 助 金 23,147,000

1,831,903,595

資 本 金 合 計 1,831,903,595

剰 余 金

自 己 資 本 金
出 資 金 1,099,613,560
組 入 資 本 金 732,290,035
自 己 資 本 金 合 計
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【 資本の部 】
資 本 金



 

 

－19－ 

令和６年度八千代町水道事業注記表 
（令和６年 4月 1日から令和７年 3月 31日まで） 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

(1)  有形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

建物         13～50年 

構築物        10～60年 

機械及び装置     8～20年 

工具、器具及び備品  4～10年 

車輌運搬具        5～ 6年 

(2)  無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

２ 引当金の計上方法 

(1)  退職給付引当金 

職員の退職手当に要する臨時的・追加的な費用は「退職手当の負担に関する覚書」に基づき、一般会計からその全部を負担

することになっているため、退職引当金は計上していない。 

(2) 賞与引当金       

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。 

(3)  法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負

担に属する額を計上している。 

(4)  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 



－20－ 

 

 

 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額（税抜き） 

１年内   5,427,600円 

１年超  18,996,600円 

     計    24,424,200円 

 

Ⅲ．その他の注記 

1  新会計基準移行に係る経過措置 

(1) 修繕引当金に関する経過措置 

平成 26年 3月 31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

(2)  みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成 26年 3月 31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額について

は、適正な移行処理により合理的に整理している。 

2  引当金の取崩し 

(1) 賞与引当金 

令和 6 年 6 月に令和 5 年 12 月分から令和 6 年 3 月分の賞与及びそれらに係る法定福利費を支給することになるため、賞与引当

金 1,994,000円、法定福利費引当金 440,000円を取り崩す。 

(2) 貸倒引当金 

令和 6年度において不納欠損による損失 200,000円を計上したため、貸倒引当金から同額を取り崩した。 



 

 

－21－ 

令和７年度八千代町水道事業注記表 
（令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月 31日まで） 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

(1)  有形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

建物         13～50年 

構築物        10～60年 

機械及び装置     8～20年 

工具、器具及び備品  4～10年 

車輌運搬具        5～ 6年 

(2)  無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

２ 引当金の計上方法 

(1)  退職給付引当金 

職員の退職手当に要する臨時的・追加的な費用は「退職手当の負担に関する覚書」に基づき、一般会計からその全部を負担

することになっているため、退職引当金は計上していない。 

(2) 賞与引当金       

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。 

(3)  法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負

担に属する額を計上している。 

(4)  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 



－22－ 

 

 

 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額（税抜き） 

１年内  19,893,672円 

１年超  56,319,000円 

     計    76,212,672円 

 

Ⅲ．その他の注記 

1  新会計基準移行に係る経過措置 

(1) 修繕引当金に関する経過措置 

平成 26年 3月 31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

(2)  みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成 26年 3月 31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額について

は、適正な移行処理により合理的に整理している。 

2  引当金の取崩し 

(1) 賞与引当金 

令和 7 年 6 月に令和 6 年 12 月分から令和 7 年 3 月分の賞与及びそれらに係る法定福利費を支給することになるため、賞与引当

金 2,034,000円、法定福利費引当金 445,000円を取り崩す。 

(2) 貸倒引当金 

令和 7年度において不納欠損による損失 501,000円を計上したため、貸倒引当金から同額を取り崩した。 



　

2.

令和７年度八千代町水道事業会計予算実施計画説明書

収益的収入及び支出

収 入

80,850,000

93,060,000

φ13㎜

φ20㎜
3,659,000

従量料金

φ40㎜

予 定 額

489,175

本 年 度

524,545

前 年 度
予 定 額

千円

506,402

円

給水戸数
基本料金

6,445戸

111,210,000

9,240,000

1,003,000

13,530,000

56,760,000

14,190,000

82,892,000

2,090,000
1,603,000φ50㎜

φ13㎜

φ75㎜

φ13㎜

φ25㎜

φ75㎜

1.
工 事 収 益
受 託 給 水

φ20㎜

量水器使用料

190,000

φ75㎜ 137,000
φ50㎜

- 23 -

節
区 分

5,888

減
比 較

目
金 額

512,290

千円

529,862

工 事 収 益

千円
増

千円

 

款 ・ 項

給 水 収 益

千円

1

1.水道事業収益

6,311

1

5,317

482,864

 

1.

受 託 給 水

1.

4,620,000

φ40㎜

7,368,000

188,000

274,000φ25㎜

1

1.営業収益

φ40㎜

φ20㎜

 水 道 料 金 482,864

φ50㎜

φ25㎜

1,000受託給水工事収益

説 明



1. 1.
2. 1. 預金受取利息

2. 有価証券利息
国庫補助金相当額

3. 1. 県費補助金相当額

町工事負担金
量水器売却

県西用水電気料

福島原発事故に伴う賠償金

1.

2.

100
4,000

そ の 他
特 別 利 益

そ の 他
雑 収 益

1.

過 年 度 損 益
修 正 益

1

1,000

2.営業外収益
他 会 計 補 助 金

そ の 他
特 別 利 益

雑 収 益4.

長 期 前 受 金
戻 入

1他 会 計 補 助 金

14,037

長期前受金戻入

3.

259

及 び 配 当 金

手 数 料

設計審査手数料
100,000

説 明

- 24 -

比 較

18,141

23,114  

 

他 会 計 負 担 金

加 入 金

預 金 利 息
有 価 証 券 利 息

54

1.

571

4,100

17,570

423

1

1.

4,100

205

2

13,264

2

13,781 517

259

 

1

 

11

1

23,537

425
工事検査手数料

予 定 額

9,075

13,781

1.

減増

1 

1

2.

過 年 度 損 益
修 正 益

受 取 利 息

3.特別利益

目
節

金 額区 分予 定 額
款 ・ 項

3.

本 年 度

そ の 他 の
営 業 収 益

前 年 度

φ20㎜　15件

99,000

60,000

100,000

道路占用申請書類作成手数料

774,000

250,000

5,159,000
下水道事務負担金

φ13㎜　35件

11,072,000

5,775,000

4,000,000

4,640,000

過年度損益修正益

上水道高料金対策による一般会計繰入金

100,000

1,000

3,300,000

その他特別利益

指定工事店指定手数料

4,238,000

1,000

管理職人件費及び需用費負担金

1,935,000

消火栓維持管理負担金
25,000

50,000



1.
2. 井戸地盤沈下測量業務
3.
4.

6.

5.

7.

次亜塩素酸ナトリウム

800,000
21,000

800材 料 費

15,728

修 繕 費 13,068
急速ろ過器ろ材洗浄工事（No.1,2)

急速ろ過器ろ材掻取工事（No.3,4)

9,240,000
1,848,000

委 託 料 1,500

動 力 費 12,606

薬 品 費

説 明

430

備 消 品 費

847,000

県西用水受水費

区 分 金 額

10,000

20

自家発電用軽油代

847 原水水質検査

80,000

千円

10,000,000

水質設備性能維持定期交換部品

20,000

14,495

円

取水場電気料

94,399,000

蛍光灯その他

94,399

552

着水井・沈澱池清掃消毒業務

26,000,000

400,000

29,119

浄水水質検査手数料
検便手数料

電気保安業務

PH標準液・標準液用粉末

271,000

運転管理包括業務

遊離残留塩素測定用試薬

5,491,000

27,000

12,606,000浄水場電気料

目

支 出

浄　　　水　　　費

1.水道事業費用

72,303

1.営業費用

原      水      費

429,970

121,2611.

- 25 -

93,0672.

4.

5.

20,764

449,442

3,091

20,268

千円

14,919
千円 千円

409,702

千円

124,352

2.

1.

6.

 
3.

委 託 料

434,523

手 数 料

備　　消　　品　　費

手 数 料

受 水 費

修 繕 費

動 力 費

 

増
節前 年 度

予 定 額 減予 定 額
本 年 度 比 較

款 ・ 項

1,500,000

フロキュレーター分解整備工事（2-1） 1,980,000

10,216,000

1,000,000

ポリ塩化アルミニウム

525,000

水道施設台帳加除修正業務

修繕材料

1,848,000

14,415,000
取水設備修繕

30,000



配水管漏水及び制水弁等修繕工事設計業務

3.
非常用発電機分解整備工事

5.
6.
7.

1.

児童手当
職員退職手当組合負担金

アセットマネジメント作成業務 10,000,000

修繕材料

節

286

委 託 料

599

材 料 費

2.

9,000,000

120,000

120

住居手当

2,173,000

19,050

2,274,000

184,000

配水管漏水及び制水弁修繕工事

3,000

保 険 料

16,096,000

扶養手当

緊急給水用備消耗品

建物災害共済
水道賠償責任保険(Aﾀｲﾌﾟ)

330,000

時間外勤務手当

管理職手当

1.

修 繕 費

- 26 -

137,000

量水器取替業務

浄水場耐震診断（機械・電気）業務

事務用消耗品 150,000

5,992,000

給料

10,000,000

14.

76,580 6,039総 係 費

通勤手当

本 年 度
増

比 較

26,64746,71173,358

目
前 年 度

款 ・ 項

受 託 給 水
工 事 費

70,541

予 定 額 予 定 額

5.

3. 配 水 費

1

区 分

4.

減

修理用器具工具
349,000

303,000

その他配水管等修繕工事設計業務
配水管等管理業務

149,000

配水管更新計画策定業務

100,000

2,225,000

3,300,000

6,050,000

説 明

2,000,000

1,000,000

備 消 品 費

1.

2.

工 事 請 負 費

手 当 等

1

給 料

9,466

16,096

36,997

600,000

配水管地下使用に伴う測量業務

配水管・給水管台帳システム管理業務

配水池清掃業務

100,000

1,000,000

期末手当

8.

路 面 復 旧 費

700

378,000

動 力 費

金 額

780,000

賃 借 料

12,606

配水管の地下使用に伴う賃借料

配水ポンプ電気料

その他配水管等修繕工事 4,000,000

120,000

配水管・給水管データ更新業務（給水管台帳図出力製本含）

700,000

359,000
2,805,000

勤勉手当

地域手当

配水管工事に伴う復旧費

540,000

3,000,000
12,606,000



8.
9.

11.
12.
13.

56,000

25,000

54,000
5,000

燃 料 費 公用車ガソリン代 222,000222

備 消 品 費

435,000

新聞代

事務用品

126,000

962

諸会議賄5

10.
27,000

臨時職員労災保険料（会計年度任用職員）

48,000

金 額

44,000

2,616 2,616,000

上下水道事業運営審議会委員報酬

蛍光灯

普通旅費

コピートナー

共済組合負担金

賞 与 引 当 金
繰 入 額

221

パソコン用品
管理棟消耗品

報酬（会計任用職員）

共済組合負担金繰入

水道事業普及啓発活動用消耗品

賞与引当金繰入額

社会保険料(会計年度任用職員)

43,000

11,000

7.

法 定 福 利 費

公務災害補償基金負担金

コピー用紙

報償費　期末手当（会計任用職員） 425,000

現場管理用

清掃用具

22,000

参考図書代

ﾌｧｲﾙ及びﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ

17,000

口座振替データ伝送用備消品

46,000

上下水道統合システム備消品

ガス代

515,000

59,000

追加費用

5,750

3.

増 減
本 年 度
予 定 額

- 27 -

説 明

4.

節比 較前 年 度
款 ・ 項

予 定 額
目

報 酬 2,029

5.

1,973,000

区 分

被 服 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

光 熱 水 費 54
食 糧 費

515

9,000

自動車用オイル代

共済組合事務費
269,000

26,000

報償費　勤勉手当（会計任用職員）

雇用保険料(会計年度任用職員)

共用物品

32

レーザープリンタトナー

6.

32,000

100,000

17,000

8,000

17,000

10,000

16,000

221,000旅 費

5,056,000

281,000

357,000
報 償 費 782



19.

管理棟等修繕
21.

24.

水道台帳 27,000

ＥＢソフト保守

800,000

eLTAX収納対応業務

28,000

300,000

38,000

1,472,000

区 分

委 託 料

駐車料

218,000

216,000

3,300,000

督促状
ＨＨＴ水道検針票 1,452,000

66,000

15,972,000
6,424,000

360,000

84,000

説 明

30,000

14,000

法定定期点検整備料

20,000

日本水道協会関東支部負担金 18,000

1,000,000

日本水道協会負担金

各種研修会出席負担金

交際費

72,000有料道路通行料

88,000

送金振込手数料

320,000

30,000

80,000
13,000

111
自動車損害共済分担金

31,000
23.

25.

13

140

320

印 刷 製 本 費

款 ・ 項
予 定 額

1,440,000

前 年 度
予 定 額

本 年 度
目

修 繕 費

110

2,139

節

14.

金 額

30交 際 費

納付書取扱手数料
17.

保 険 料

22.

貸倒引当金繰入

比 較
増

車検整備料

2,571

納入通知書兼領収書

- 28 -

減

電話料

郵便料

地方公営企業会計制度に関する支援業務

15.

387,000

700,000

264,000

電話回線使用料

口座振替不能通知書

封筒印刷

窓・床清掃業務
16.

20.
自動車及び備品修繕

通 信 運 搬 費

口座振替手数料

コンビニ収納取扱手数料手 数 料 3,660

自賠責保険

18. 賃 借 料

27,505

研 修 費

負 担 金
日本水道協会茨城県支部負担金

その他の負担金

電算処理業務
検針等業務

放送受信料

自動車重量税

除草作業業務

口座データ伝送月間基本手数料

多言語翻訳機通信料
ＶＡＬＵＸ使用料

公 課 費

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

501

100,000

300,000

501,000

726,000

11,000

100,000

45,000

396,000

387,000

730



1.

1.
2.

1. 1.

1. 1.
2. 固定資産売却代金 1.

1,607

100

10,000
 4. 予  備  費

1

1

1,850

1

- 29 -

そ の 他 雑 支 出

5,107

1,607,000企業債支払い利息
5,349

242
2.

3,342,000

7,000その他有形固定資産

たな卸資産のき損滅失による除却費

89,000

1,000

量水器及びその他

説 明

建物

機械及び装置

た な 卸 資 産
減 耗 費

57,452,000
18,639,000

予 定 額 予 定 額
比 較

6,937

1. 79,529
構築物

車両運搬具

減

資 産 減 耗 費

73,167

1,863

1.

7,733

6,362

1

3.

10,000 10,000

減 価 償 却 費

130

14,820

1

6.

9,471

2. 雑 支 出

予 備 費 10,000

支 払 い 利 息
及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

1

79,529

不用品売却原価

5,075

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

2.

1,608

款 ・ 項

7. 6,938

 2. 営業外費用

1.
過 年 度 損 益
修 正 損

 3. 特別損失

目

1.

130

過 年 度 損 益
修 正 損

前 年 度 比 較

本 年 度
増

前 年 度

10,000

金 額

固 定 資 産
除 却 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

12,840

6,937,000

区 分

1

節

1.

企 業 債 利 息

 

1.

30

借 入 金
利 息

7,733

予 備 費

資本的収入及び支出

収 入

款 ・ 項 目
本 年 度

千円

節
説 明

予 定 額 予 定 額 増 減 区 分 金 額
千円 千円 千円 千円 円

1.資本的収入 227,610 0 227,610
1.建設改良収入 227,610 0 227,610

他 会 計 負 担 金 27,610 0 27,610 他 会 計 負 担 金 27,610 公共下水道工事に伴う水道管布設替負担金 27,610,000

200,000 0 200,000 固定資産売却代 200,000 投資有価証券売却収入 200,000,000



区画整理地内配水管布設工事
公共下水道工事に伴う配水管布設替工事

その他配水管布設工事
色度計・濁度計更新工事
取水ポンプテレメータ更新工事（№3）
ろ過ポンプ更新工事（№4）
排水池返送ポンプ逆止弁交換工事
急速ろ過器原水仕切弁交換工事（2系4号）

急速ろ過器ループシールタンク交換工事（№4）

1.
φ13㎜
φ20㎜
φ25㎜
φ40㎜
φ50㎜
φ75㎜

3.
4.
1.
2.

1. 1.

1. 1.

1. 1.

1,690,000

147,362 109,237

千円

1,584,000
2,640,000

次亜小出槽更新工事
PAC貯留槽更新工事 5,000,000

2,904,000
2,409,000

47,000

中央土地区画整理事業に伴う配水管布設替工事設計業務

企 業 債 償 還 金 11,366
2.企業債償還金 11,124 242

3,410,000

11,124 242

2 2

11,366

0

量水器
　 321個

126個 638,000
1個

0
0個

3個

25,916,000

4

用 地 費

0個

3. 事 務 費

12,520,000

2. 工 事 請 負 費 123,073

6,000

191個 673,000
用地費 1,000

1,371

2,500,000

井戸堀替工事実施設計業務 5,000,000
浄水場内配管耐震補強工事設計業務 11,220,000

備 品 費 1

1. 施 設 費 145,993 107,864 38,129

38,125

予 定 額

338,366

区画整理地内配水管布設替工事

金 額増 減

11,366

円

15,000,000
20,000,000

30,000,000

300,000

1,364

車 輌 費

旅 費 1
賃 借 料 1

企 業 債 償 還 金

比 較

千円
区 分

千円

量 水 器 費

委 託 料 22,920

1

予 定 額
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節

2.

千円

資 産 購 入 費 1,367

1.資本的支出

支 出

款 ・ 項
本 年 度

125,362

前 年 度
目

千円

4.予備費

5,000
5,000 5,000

5,000 予 備 費

説 明

1,700,000

その他配水管等布設工事設計業務 2,500,000

300,000 1 299,999

公共下水道工事に伴う水道管布設替設計業務

463,728

1.

2.

1

3.投資有価証券
投 資 有 価 証 券 300,000 1

5,000予 備 費

1.建設改良費

299,999 投 資 有 価 証 券


